
Ⅲ　（公財）高知県国際交流協会のあらまし
１　設立目的等
　  近年、世界の国々の相互依存関係が急速に深まる中で、国際化の波は地方の隅々にま　で押し寄せ、この波に的確に対処することが重要な課題となった。このため、本県にお　いても、平成元年度に設けられた「高知県国際交流推進懇話会」の提言を受けて、平成　２年(1990)３月に「高知県国際交流推進基本構想」が策定され、この基本構想に基づき　高知県における民間国際交流の中核的な役割を果たす民間組織として、県・市町村・民　間が一体となって財団法人高知県国際交流協会を設立した。なお社団法人・高知県海外　協会（昭和44年(1969)３月設立）の業務は（財）高知県国際交流協会に引継ぎ、同海外　協会は発展的に解散した。平成２２年(2010)９月２８日には、新公益法人に移行し、公　益財団法人高知県国際交流協会に組織を移行した。
    設立年月日 ：　平成２年(1990)11月１日
    資金出資計画  ：  ５億円    平成２６年(2014)４月１日現在    ４億8,677万円
                                　　      基金内訳      高知県   ３億1,350万円
                                    　　                市町村   １億円
                                        　　            民　間    7,327万円
    所　 在 　地 ：　高知市本町４丁目１番37号　丸の内ビル２Ｆ
    電 話 番 号 ： （０８８）８７５－００２２
    ＦＡＸ番号 ： （０８８）８７５－４９２９
    略　　　　称 ：  ＫＩＡ(Kochi International Association)
２　組織・予算等
（１）組 織 図（平成２６年(2014)４月１日現在）
    理事会（議決・執行機関）　　　　　　　　　　　  評 議 員（審議・助言機関）

　　代表理事　青木　章泰　　　　　　　　　　　　　　評議員会　１６人
　　理　　事　１３人    
　　監　　事　　２人    
                            　 事務局長（業務執行理事）
	


                             　職　　員 ３人
                           　  嘱託職員 １人    
　　　                      　　
（２）平成２６年度予算

  （ 収　入 ）                           　（ 支  出 ）
	科　　目
	金　額
	
	科　　目
	金　額

	基本財産運用収入
	678
	
	事業費
	34,077

	特定資産運用収入
	1
	
	管理費
	13,922

	補助金等収入
	45,152
	
	合計
	47,999

	雑収入
	1
	
	
	

	合　　計
	45,832
	
	当期収支差額
	‐2,167

	
	
	
	


（３）役割体系
           県民＆外国人      　 　　在住外国人          　   民間国際交流・協力団体
（多文化共生・国際化への認識）  　（自立への支援）        （団体の活性化、相互交流と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　 情報交換の推進）
　　　　　　　　

                  各種イベント参加    便宜提供、人権・生活相談 
                  ふれあい交流        日本語講座    　　        活動支援、援助
                  情報提供
                  広報活動
                                                                           　　学　　校
     　　県　　　　民                                      国際化教育     （未来人の育成）
    （国際土佐人の育成）                  協　　会
    ・ボランティアバンクの運営                                        県 　財政支援
    ・ホームステイ、ホームビジット                                         行政の情報提供
　　・通訳・翻訳
　　・イベント参加協力       地域の国際化                 国際化への啓発
　　・日本語教育の推進       情報、ノウハウの提供
                市　町　村                                   　 地 域 住 民
                                     　国際化への啓発
              　地域イベントへの参入                            
                                                    

　　　　　　　　自主企画事業及び協賛事業の実施                 住民参加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                広域的な事業への展開                           民間国際交流・協力団体の組織強化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　草の根交流
３　平成２６年度(2014)事業の概要
（１）事業推進方針
　　　　県内の民間国際交流団体の中核的役割を果たすとともに、多文化共生の推進の拠点としての役割を担っている。
　　　　県民が主体となった国際交流・国際協力を効果的、持続的に展開することにより、国際感覚豊かな「土佐人」を育成するとともに、異文化理解や国際交流を通じて、地域の活性化や産業振興に寄与する。
（２）事業の概要
　　
①県民主体の国際交流・協力活動の促進　　　８７１千円

　　　●国際ふれあい広場inこうち開催事業

　　　　　「国際協力の日」(１０月６日)を記念して、県民の国際交流・国際協力に対する理解を深めてもらうとともに、県民の国際協力活動への参画のきっかけづくりなどを目的に実施する。講演会や民間国際関係団体等による活動報告会、パネル写真展等の国際交流・国際協力に関する総合イベントを開催する。

　　
　●ジュニア国際大学開催事業

　　　　　小学校高学年(4,5,6年生)を対象に、21世紀を担う未来の「国際土佐人」を育成するため、国際協力や異文化理解のための講座を開催し、国際感覚豊かな子どもたちを育てる。
　　　●異文化理解（出前）講座開催事業

　　　　　県内在住外国人、留学生、国際交流員などを講師として、彼らの母国の様々な生活様式、習慣等を紹介することにより、県民に異文化に触れる機会を提供するとともに、相互理解を深める。

また、県内の教育機関等に講師を派遣し、彼らの母国の歴史文化等の紹介や児童・生徒との交流等を通じて国際感覚を育てる。

      ●国際交流ボランティア活用事業

当協会の登録ボランティアを有効活用することにより、ホームステイや翻訳・通訳あるいは書道や折り紙などの文化紹介の依頼に対して迅速に対応し、県内の国際交流の推進に寄与する。

　　②国際交流、協力活動等の情報収集と提供　　　　５９２千円

　　　●情報提供・広報活動の事業

　　　　・機関誌発行事業（情報誌「ＷＩＮＤＯＷ」の発行、年２回、２３００部）

・インターネット情報収集・提供事業（ホームページ等の充実）

　　③民間国際交流・協力団体活動の促進　　　７４７千円

　　　●民間国際交流・協力団体連絡会議開催事業

県内の民間国際交流・協力団体との情報交換を行い、団体相互間の連携を図り、県内における国際交流・協力活動の円滑な推進を図る。

　　　●民間国際交流・協力団体人材育成セミナー事業

　　　　　民間国際交流関係団体の活動の活性化や各団体をリードする人材を育成するためセミナーを実施する。
　　　●民間国際交流・協力団体助成事業

　　　　　草の根民間国際交流、協力活動への支援の一環として、県下の民間国際交流・協力団体が実施する事業等に対して助成を行う。

　　
④在住外国人との共生　　　　　３，８３１千円　

　　　●日本語講座開催事業
　　　　　日本語の不自由な県内在住外国人を対象に、日常生活に適応できるよう基礎的な日本語講座を開催する。
    　　・初級Ⅰ・Ⅱ・Ⅲクラス　　　　　　各クラス定員１２名程度
・漢字読み書きクラス　　　　　　　定員１２名程度

・昼間の日本語講座開催事業　　日本語サロン等に参加できない方

　　　●日本語ボランティア講師養成講座開催事業

　　　　　日本語の不自由な県内在住外国人に日本語を教えることができるボランティアの講師を養成するための講座を開催する。

　　　　・日本語ボランティア研修　　　　　　　　　　定員４０名

　　　●在住外国人の人権・生活相談事業

　　　　　県内在住外国人や外国人留学生などの人権・生活相談の窓口を開設する。

●在住外国人のための生活情報冊子の発行・ブログ発信事業
　　　　　県内在住外国人が安心して快適に暮らせるように、高知の文化、歴史、生活等に関する情報を提供するため、生活情報誌（英語版、日本語ルビ付き）を３ヶ月に１回発行、及びブログ(英語版)を発信する。

　　　●在住外国人への防災・災害情報提供システム構築事業

　　　　　在住外国人を南海地震から守るとともに、外国人の自助・共助の取り組みを支援する仕組みを構築する。
　　　　　・南海地震対策パンフレット（英語・中国語版各１，０００冊）改訂版の作成

　　　　　　　通常版：英語、中国語各２，０００冊

韓国語、インドネシア語、ベトナム語各５００冊

　　　　　　　概要版：英語、中国語各１，０００冊

韓国語、インドネシア語、ベトナム語各５００冊

　　　　　・災害用携帯カード（英語、韓国語、ベトナム語）増刷５００枚

　　　　　・災害時語学サポーターのボランティア活動保険への加入

　　　　　・警察署等での外国人向け安全防犯講習時における南海地震対策講座への講師派遣
　　　●語学ボランティアを対象とした通訳・翻訳講座開催事業

　　　　　語学ボランティア（災害、観光、サポート、一般）登録者を対象に、防災・観

　　　　光・生活情報など在住外国人が本県で生活するうえで役に立つ情報を正確かつ誠

　　　　実に翻訳できるための講座を開催することにより、語学ボランティアのスキルア

ップを図る。

　　⑤友好姉妹都市交流の推進　　　　　　　　６００千円

　　　●高知県友好姉妹都市交流推進助成事業

　　　　　高知県と友好姉妹提携関係にあるフィリピン・ベンゲット州と中国安徽省との民間レベルでの交流を促進する。

　　

　　⑥海外県人会活動への支援　　　　　　　　９９３千円
　　　●海外県人会（中南米）活動支援事業
    　　　ブラジル、パラナ（ブラジル）、パラグアイ、アルゼンチンの各県人会活動を支援する。

　　⑦海外技術協力の推進　　　　　　　　１２，９６５千円

　　　●高知県海外技術研修員受入事業

　　　　　中南米県人移住地域（ブラジル、パラグアイ、アルゼンチン）の青年を研修員として受け入れ、県内の関係機関等で必要な専門知識や技術を修得させるとともに県民との交流等をとおして国際友好親善に寄与する。

　　　●高知県協力交流研修員受入事業

　　　　　友好交流国（フィリピン）の自治体職員等を受け入れ、本県が持つノウハウや技術等を修得させ、人づくりを通じた国際協力を推進するとともに、県民との交流を通じて国際意識の向上を図る。
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